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１. 第 6 回東京都市圏パーソントリップ調査の概要

はじめに
　パーソントリップ調査（以下、PT調査）は、都市における人の移動に着目した調査です。PT調査では、世帯や個人属性に関する

情報と１日の移動をセットで尋ねることで、「どのような人が、どのような目的で、どこからどこへ、どのような時間帯に、どのよ

うな交通手段で」移動しているかを把握することができます。また、「人（パーソン）」を対象とした調査であることから、鉄道やバ

ス、自動車、自転車、徒歩といった交通手段の乗り継ぎ状況も捉えることができます。

　我が国では、昭和 42 年に広島都市圏で初めて本格的な調査が実施されて以来、全国各地の都市圏で実施され、都市交通の現況

の把握、将来交通需要の予測、都市交通マスタープランの作成等に活用されています。

　東京都市圏の PT調査は、日常的に一体的な経済・社会活動が行われている東京を中心とした通勤交通圏域を対象として、昭和

43 年以降 10年毎に実施してきました。今回、第 6 回調査（本体調査）を平成 30年 9 月から 11 月にかけて実施しました。また補

完調査として令和元年 11 月から令和 2年 2月にかけて、Web モニターアンケートにより、個人の行動を取り巻く環境などにつ

いて調査しました。

　このたび、調査結果の概要を取りまとめましたので皆様にご報告いたします。

　本体調査～個人の移動実態の把握～

調査の対象者調査の対象者

　東京都市圏にお住まい
の約 1,800 万世帯のうち、
無作為に選ばれた約 63 万
世帯の構成員（5歳以上）全
員を調査の対象としまし
た。

調査の方法調査の方法

　調査対象世帯に対して、
郵送で調査の案内を配布し
スマートフォンやパソコン
等によるインターネット、
または紙の調査票による郵
送で回答を回収しました。

調査の圏域調査の圏域

　東京都市圏パーソント
リップ調査では、左下の図
の地域（東京都、神奈川県、
埼玉県、千葉県、茨城県南
部）を調査の対象圏域とし
ました。

回収の結果回収の結果

　約 31 万人（約 16.5 万世
帯分）の方から回答をいた
だきました。

　補完調査では、個人の行動に関する意思や取り巻く環境
の把握、外出しない人の活動及び ICT の普及やライフスタ
イルの変化が活動に与える影響について調査しました。
また、活動（暮らし）と交通の関係性、新たな働き方に関す
る実態等についても調査しました。

　補完調査

神奈川県神奈川県

東京都東京都

埼玉県埼玉県

千葉県千葉県

茨城県南部茨城県南部

神奈川県神奈川県神奈川県神奈川県

東京都東京都東京都東京都

埼玉県埼玉県埼玉県埼玉県

千葉県千葉県千葉県千葉県

茨城県南部茨城県南部茨城県南部茨城県南部 第 1 回調査圏域（S43）

第 2 回調査（S53）で新たに
加わった圏域

第 3 回調査（S63）で新たに
加わった圏域

第 5 回調査（H20）で合併に
伴い拡大した圏域
※第 4 回調査（H10）は
　第 3 回調査と同じ圏域で
　調査を実施
※第 6 回調査（H30）は
　第 5 回調査と同じ圏域で
　調査を実施

第 1 回調査圏域（S43）

第 2 回調査（S53）で新たに
加わった圏域

第 3 回調査（S63）で新たに
加わった圏域

第 5 回調査（H20）で合併に
伴い拡大した圏域
※第 4 回調査（H10）は
　第 3 回調査と同じ圏域で
　調査を実施
※第 6 回調査（H30）は
　第 5 回調査と同じ圏域で
　調査を実施

　ある目的による出発地から目的地までの移動を 1 トリップとします。
　下図は 1 日の移動の例を表示したものです。この例では、自宅を出てから会社へ行く通勤目的のトリップが 1 回、会社から取引先
へ行く業務目的のトリップが 1 回、取引先からスーパーへ行く買物目的のトリップが 1 回、スーパーから自宅へ行く帰宅目的のト
リップが 1 回という、4回のトリップからなっています。

　ある目的による出発地から目的地までの移動を 1 トリップとします。
　下図は 1 日の移動の例を表示したものです。この例では、自宅を出てから会社へ行く通勤目的のトリップが 1 回、会社から取引先
へ行く業務目的のトリップが 1 回、取引先からスーパーへ行く買物目的のトリップが 1 回、スーパーから自宅へ行く帰宅目的のト
リップが 1 回という、4回のトリップからなっています。
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　　 トリップって何？

～個人の行動を取り巻く環境などの把握～
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２. 東京都市圏の人口と就業率の変化
　東京都市圏の人口はこれまで増加を続けており、特に高齢者が大きく増加する一方で、生産年齢人口（15 歳以上 64 歳以下）

についてはすでに減少が始まっています。また、将来は総人口が減少するとともに生産年齢人口の減少と 75 歳以上人口の顕

著な増加が推計されています。

　市区町村別の人口の変化では、東京区部や川崎市、埼玉南部、千葉西北部などで人口が増加しています。郊外部では、人口が

減少している市町村も存在しています。 

　また、就業率は女性の各年齢階層及び男性の 34 歳以下や 50 歳以上で増加しています。 

　東京都市圏の人口はこれまで増加を続けており、特に高齢者が大きく増加する一方で、生産年齢人口（15 歳以上 64 歳以下）

についてはすでに減少が始まっています。また、将来は総人口が減少するとともに生産年齢人口の減少と 75 歳以上人口の顕

著な増加が推計されています。

　市区町村別の人口の変化では、東京区部や川崎市、埼玉南部、千葉西北部などで人口が増加しています。郊外部では、人口が

減少している市町村も存在しています。 

　また、就業率は女性の各年齢階層及び男性の 34 歳以下や 50 歳以上で増加しています。 

資料：労働力調査
※集計対象：南関東地方（埼玉県・
　千葉県・東京都・神奈川県）
※就業率：就業者数に対する 15 歳
　以上人口の比率

▼性別年齢階層別の就業率の変化

男性の 34 歳以下、
50 歳以上で増加

女性の各
年齢階層で
増加

▼市区町村別の人口の変化（H27とH17の差分） 
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資料：国勢調査

H30

H20

東京区部や川崎市、
埼玉南部、千葉西北部
などで人口が増加 単位：人

資料：
H27 までは国勢調査、
R2 以降は国立社会保障・
人口問題研究所の推計値

▼東京都市圏の人口の推移
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H17 と H27 の比較では総人口は7％増加、
75歳以上人口は 84％増加

代表交通手段・・・

私事目的・・・・・

交通手段別分担率・
発生集中量・・・・
外出率・・・・・・
原単位・・・・・・

買回り品・・・・・

代表交通手段・・・
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交通手段別分担率・
発生集中量・・・・
外出率・・・・・・
原単位・・・・・・
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1 つのトリップでいくつかの交通手段を乗り換えた場合のその中の主な交通手段のこと。本資料では、交通手段別
の分析については、代表交通手段で集計。集計上の優先順位は、鉄道、バス、自動車、二輪車、徒歩の順としている。
PT 調査では、通勤、通学、業務、私事、帰宅などの移動目的を把握しており、私事目的は、買物、外食、観光、通院などを
指す。
移動するときどのような交通手段を使用しているかを示す割合のこと。
ある地域において、出発する移動と到着する移動を合計した量のこと。トリップエンドが単位。
外出した人の全人口に対する割合のこと。
1 人 1 日あたりの平均トリップ数のこと。外出した人と外出しなかった人の合計（全人口）で求めるグロス値、外出
した人で求めるネット値がある。
衣服や家具、家電などの趣味品のこと。

1 つのトリップでいくつかの交通手段を乗り換えた場合のその中の主な交通手段のこと。本資料では、交通手段別
の分析については、代表交通手段で集計。集計上の優先順位は、鉄道、バス、自動車、二輪車、徒歩の順としている。
PT 調査では、通勤、通学、業務、私事、帰宅などの移動目的を把握しており、私事目的は、買物、外食、観光、通院などを
指す。
移動するときどのような交通手段を使用しているかを示す割合のこと。
ある地域において、出発する移動と到着する移動を合計した量のこと。トリップエンドが単位。
外出した人の全人口に対する割合のこと。
1 人 1 日あたりの平均トリップ数のこと。外出した人と外出しなかった人の合計（全人口）で求めるグロス値、外出
した人で求めるネット値がある。
衣服や家具、家電などの趣味品のこと。

　　 用語の解説

～-5,001

-5,000～

0～

5,000～

10,000～

15,000～

郊外部では
人口が減少



3

３. 調査結果の概要

①総トリップ数
人の移動回数を表す総トリップ数は、増加を

続けてきましたが、平成 30 年の調査で初め

て減少に転じました。

平成 20 年と比較して平成 30 年は約 13％、

約 1,116 万トリップ減少しました。

人の移動回数を表す総トリップ数は、増加を

続けてきましたが、平成 30 年の調査で初め

て減少に転じました。

平成 20 年と比較して平成 30 年は約 13％、

約 1,116 万トリップ減少しました。

(１) 東京都市圏の移動量の変化　

人口（5歳以上）トリップ数

6,700
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7,896
8,489

7,373
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（万トリップ） （万人）

②代表交通手段別トリップ数
代表交通手段別トリップ数はすべての交通手段で減少して

おり、自動車のトリップ数は約 19％減少しました。

代表交通手段別トリップ数はすべての交通手段で減少して

おり、自動車のトリップ数は約 19％減少しました。

③目的別トリップ数
目的別トリップ数は、平成 20 年と比較して、業務目的が約

53％減少し、私事目的は約 16％減少しました。

目的別トリップ数は、平成 20 年と比較して、業務目的が約

53％減少し、私事目的は約 16％減少しました。
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（1）東京都市圏の移動量の変化

（2）地域間のつながり

（3）通勤圏の変化

（4）エリア間の移動

（5）外出率の低下

（6）移動とモビリティ水準

（7）外出していない人の過ごし方

（1）東京都市圏の移動量の変化

（2）地域間のつながり

（3）通勤圏の変化

（4）エリア間の移動

（5）外出率の低下

（6）移動とモビリティ水準

（7）外出していない人の過ごし方

総トリップ数が調査開始以来初めて減少。

鉄道利用は東京区部への集中が多く、自動車利用は周辺の地域間が多い。

都心 10km 圏への通勤人数は郊外部で減少傾向、東京区部周辺では増加傾向。

鉄道移動は公共交通利便性が高いエリアと東京区部との間の移動が多い。

外出率は調査開始以来最低となり、全ての年齢階層で減少。

高齢者についてはモビリティ水準が外出率に影響している。

外出していない人は自宅でインターネットでの買い物や趣味活動を行っている。

・・

・・・・・・

・・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・・

・・・

・

本報告における調査結果のポイント本報告における調査結果のポイント
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④代表交通手段別・目的別トリップ数
鉄道のトリップ数は、業務目的で約 42％、私事目的で約 7％減少した一方で、通勤目的、帰宅目的は増加しました。 

自動車のトリップ数はすべての目的で減少し、特に業務目的で約54％、私事目的で約17％、帰宅目的で約10％減少しました。 

鉄道のトリップ数は、業務目的で約 42％、私事目的で約 7％減少した一方で、通勤目的、帰宅目的は増加しました。 

自動車のトリップ数はすべての目的で減少し、特に業務目的で約54％、私事目的で約17％、帰宅目的で約10％減少しました。 

⑤代表交通手段別分担率
鉄道の分担率が増加する一方で、自動車の分担率は平成 10 年以降減少傾向にあります。

東京区部とその周辺では鉄道の分担率が高く、郊外に行くにつれて自動車の分担率が高い傾向となっています。

鉄道の分担率は千葉西南部を除きすべての地域で増加しました。自動車の分担率は東京区部及びその周辺では減少し、郊外

部では増加しました。 

鉄道の分担率が増加する一方で、自動車の分担率は平成 10 年以降減少傾向にあります。

東京区部とその周辺では鉄道の分担率が高く、郊外に行くにつれて自動車の分担率が高い傾向となっています。

鉄道の分担率は千葉西南部を除きすべての地域で増加しました。自動車の分担率は東京区部及びその周辺では減少し、郊外

部では増加しました。 

▼代表交通手段別分担率の推移

23 4 25 2 13 34

25 3 28 3 15 27

25 2 33 2 15 22

30 3 29 2 14 22

33 3 27 1 13 23

（％）
0 20 40 60 80 100

S53

S63

H10

H20

H30

単位：％

徒歩
自転車
二輪車
自動車
バス
鉄道

左 H20 右 H30

▼鉄道

720

160 187

387

1,016

743

159 109

360

1,035

0

500

1,000

1,500

通勤 通学 業務 私事 帰宅

（万トリップ）
▼自動車

327

35

358

787
878

312

31
166

653
787

0

500

1,000

1,500

通勤 通学 業務 私事 帰宅

（万トリップ）

鉄道 バス 自動車 二輪車 自転車 徒歩

▼地域別の代表交通手段分担率

東京区部東京区部

48 51

11 8
14 13
23 24

東京多摩部東京多摩部
27 30

26 23
19 16
23 25

横浜市横浜市
34 37

6 6
23 20
8 7
26 27

川崎市川崎市

34 39

18 14
16 14
26 27

神奈川神奈川
20 23

39 37

12 11
23 24

相模原市相模原市
19 22

36 32

18 16
23 25

さいたま市さいたま市
26 29

28 27

20 18
22 23

埼玉南部埼玉南部
21 23

34 34

20 18
22 22

埼玉北部埼玉北部
12 13

56 59

14 11
15 16

千葉市千葉市
24 27

36 35
13 11
22 23

千葉西北部千葉西北部
25 27

35 34

14 12
22 24

千葉西南部千葉西南部
9 9

66 70

8 6
15 14

千葉東部千葉東部
5 6

71 75

9 7
12 10

茨城南部茨城南部
6 7

68 71

11 8
13 12

H20

H30



5

①地域別の発生集中量

(２) 地域間のつながり

②地域間の移動
鉄道では、東京区部への移動が多く、特に東京多摩部、

千葉西北部、埼玉南部、横浜市から多く移動しています。

鉄道では、東京区部への移動が多く、特に東京多摩部、

千葉西北部、埼玉南部、横浜市から多く移動しています。

自動車では、埼玉北部と埼玉南部、埼玉南部と東京区部や

さいたま市、横浜市と神奈川、千葉西北部と千葉市のそれ

ぞれの間で多く移動しています。

自動車では、埼玉北部と埼玉南部、埼玉南部と東京区部や

さいたま市、横浜市と神奈川、千葉西北部と千葉市のそれ

ぞれの間で多く移動しています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：万トリップ
※15万トリップ以上又は
　各地域から最大の行き先を表示

埼玉南部埼玉南部

埼玉北部埼玉北部

さいたま市さいたま市

東京区部東京区部

東京多摩部東京多摩部

相模原市相模原市

神奈川神奈川
横浜市横浜市

千葉市千葉市

千葉西北部千葉西北部

茨城南部茨城南部

千葉東部千葉東部

千葉西南部千葉西南部

川崎市川崎市

77

6464

2222

1212

5454
1818

1919

3636

2020

55
7171

2525 5858

1414

2121

1515

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：万トリップ
※5万トリップ以上又は
　各地域から最大の行き先を表示

埼玉南部埼玉南部

埼玉北部埼玉北部

さいたま市さいたま市

東京区部東京区部

東京多摩部東京多摩部

相模原市相模原市

神奈川神奈川
横浜市横浜市

千葉市千葉市

千葉西北部千葉西北部

茨城南部茨城南部

千葉東部千葉東部

千葉西南部千葉西南部

川崎市川崎市

22

33

33

33

33

55
55

55

55
55

66

66

66 77

77

77

88

鉄道の発生集中量は東京区部において際立って多くなっ

ています。

川崎市では増加しているものの、多くの地域で減少して

おり、特に千葉西南部、埼玉北部などで減少率が高くなっ

ています。

鉄道の発生集中量は東京区部において際立って多くなっ

ています。

川崎市では増加しているものの、多くの地域で減少して

おり、特に千葉西南部、埼玉北部などで減少率が高くなっ

ています。

自動車の発生集中量は、減少率が東京区部において約

32％と最も高く、その他の地域も約 13％～ 26％減少

しています。

自動車の発生集中量は、減少率が東京区部において約

32％と最も高く、その他の地域も約 13％～ 26％減少

しています。

▼地域別鉄道発生集中量

単位：万トリップエンド

▼地域別自動車発生集中量

単位：万トリップエンド

▼地域間の鉄道でのトリップ数（帰宅目的を除く） ▼地域間の自動車でのトリップ数（帰宅目的を除く）

H20 H30 H20 H30

東京区部東京区部

2,394 
2,301 

東京多摩部東京多摩部

465 457

横浜市横浜市

495 488

川崎市川崎市

186 201

相模原市相模原市

54 54

神奈川神奈川

268 252

さいたま市さいたま市

135 135

埼玉南部埼玉南部

285 280

埼玉北部埼玉北部

121 99

千葉市千葉市

100 97

千葉西北部千葉西北部

365 350

千葉西南部千葉西南部
23 18

千葉東部千葉東部

18 15

茨城南部茨城南部

42 37

東京多摩部東京多摩部

441 
345 

横浜市横浜市

341 
265 

川崎市川崎市

95 71 

相模原市相模原市

99 78 

神奈川神奈川

516 
411 

さいたま市さいたま市

145 126 

埼玉南部埼玉南部

469 407 

千葉市千葉市

150 126 

千葉西北部千葉西北部

513 
431 

166 143 

千葉西南部千葉西南部

千葉東部千葉東部

262 
193 

茨城南部茨城南部

455 
395 

埼玉北部埼玉北部

457 547 

東京区部東京区部

362 
533 
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厚木厚木 横浜横浜

川崎川崎

新宿新宿

相模原相模原

町田町田

八王子八王子

立川立川

青梅青梅

川越川越

浦和浦和

大宮大宮
越谷越谷

春日部春日部

熊谷熊谷

深谷深谷

つくばつくば
土浦土浦

牛久牛久

柏柏 千葉ニュータウン中央千葉ニュータウン中央

成田成田

千葉千葉

木更津木更津

▼集中交通量(帰宅を除く)の密度

③地域間の移動の変化

④移動の集中
移動先をみると、山手線内側への集中が多く、特に都心 3区（千代田区、中央区、港区）に集中しています。また、鉄道沿線にも

一定程度集中がみられます。

移動先をみると、山手線内側への集中が多く、特に都心 3区（千代田区、中央区、港区）に集中しています。また、鉄道沿線にも

一定程度集中がみられます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉南部埼玉南部

埼玉北部埼玉北部

さいたま市さいたま市

東京区部東京区部

東京多摩部東京多摩部

相模原市相模原市

神奈川神奈川
横浜市横浜市

千葉市千葉市

千葉西北部千葉西北部

茨城南部茨城南部

千葉東部千葉東部

千葉西南部千葉西南部

川崎市川崎市

8888

9595

8686

102102
7878

9292

9292

8989

8080

9494

8787

8383

7272

8888

千葉東部と千葉西北部、相模原市と東京多摩

部のそれぞれの間の移動が大きく減少して

います。

川崎市と東京区部の間の移動は 3ポイント

増加しています。

千葉東部と千葉西北部、相模原市と東京多摩

部のそれぞれの間の移動が大きく減少して

います。

川崎市と東京区部の間の移動は 3ポイント

増加しています。

※H30時点において、20万トリップ
　以上又は各地域から最大の行き先
　について集計
※数字はH20を100とした場合のH30
　の値を表示

新宿新宿

渋谷渋谷

品川品川

東京東京

上野上野
池袋池袋

練馬練馬

中野中野荻窪荻窪

和光市和光市
赤羽赤羽

北千住北千住

松戸松戸

小岩小岩

浦安浦安

錦糸町錦糸町

豊洲豊洲

蒲田蒲田

川崎川崎

武蔵小杉武蔵小杉

二子玉川二子玉川

成城学園前成城学園前

【都心部拡大】

▼集中交通量の密度の概念図

都心3区 837.8都心3区 837.8
山手線周辺+

都心3区
 636.7

山手線周辺+
都心3区

 636.7 東京区部 216.9東京区部 216.9

都市圏計 24.2都市圏計 24.2

単位：トリップエンド/ha単位：トリップエンド/ha

0～

25～

50～

100～

150～

200～

単位：トリップエンド/面積（ha）
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厚木厚木 横浜横浜

川崎川崎

新宿新宿

相模原相模原
町田町田

八王子八王子
立川立川

青梅青梅

川越川越
浦和浦和
大宮大宮 越谷越谷

春日部春日部

熊谷熊谷
深谷深谷

つくばつくば 土浦土浦

牛久牛久

柏柏
千葉ニュータウン中央千葉ニュータウン中央

成田成田

千葉千葉

木更津木更津

厚木厚木 横浜横浜

川崎川崎

新宿新宿

相模原相模原
町田町田

八王子八王子
立川立川

青梅青梅

川越川越
浦和浦和
大宮大宮 越谷越谷

春日部春日部

熊谷熊谷
深谷深谷

つくばつくば 土浦土浦

牛久牛久

柏柏
千葉ニュータウン中央千葉ニュータウン中央

成田成田

千葉千葉

木更津木更津

▼H30における都心10km圏への通勤人数

(３) 通勤圏の変化

郊外部からの都心 10 ㎞圏への通勤人数は減少傾向となっています。一方、東京区部の周辺部は増加傾向にあります。郊外部からの都心 10 ㎞圏への通勤人数は減少傾向となっています。一方、東京区部の周辺部は増加傾向にあります。

▼H20における都心10km圏への通勤人数

0～ 500～ 1,000～ 3,000～ 5,000～ 7,000～ 9,000～ 10,000～

単位：人都心10km圏

【東京区部拡大】

巣鴨巣鴨

田端田端
西日暮里西日暮里

浜松町浜松町

上野上野

大崎大崎
五反田五反田

恵比寿恵比寿

渋谷渋谷

新宿新宿

高田馬場高田馬場
池袋池袋

秋葉原秋葉原

田町田町

東京東京

品川品川

【東京区部拡大】

巣鴨巣鴨

田端田端
西日暮里西日暮里

浜松町浜松町

上野上野

大崎大崎
五反田五反田

恵比寿恵比寿

渋谷渋谷

新宿新宿

高田馬場高田馬場
池袋池袋

秋葉原秋葉原

田町田町

東京東京

品川品川
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厚木厚木 横浜横浜

川崎川崎

新宿新宿

相模原相模原

町田町田

八王子八王子

立川立川青梅青梅

川越川越

浦和浦和

大宮大宮 越谷越谷

春日部春日部

熊谷熊谷

深谷深谷

つくばつくば
土浦土浦

牛久牛久

柏柏 千葉ニュータウン中央千葉ニュータウン中央

成田成田

千葉千葉

木更津木更津

エリア区分エリア区分

(４) エリア間の移動

公共交通の利便性に着目したエリアに区分し、エリア間の移動について分析しました。

鉄道による移動は、公共交通の利便性の高いエリア間が中心になっています。

一方、自動車によるエリア間の移動は、中心都市近郊及び郊外部の公共交通利便性の高いエリアと低いエリアとの移動が中心

になっています。

公共交通の利便性に着目したエリアに区分し、エリア間の移動について分析しました。

鉄道による移動は、公共交通の利便性の高いエリア間が中心になっています。

一方、自動車によるエリア間の移動は、中心都市近郊及び郊外部の公共交通利便性の高いエリアと低いエリアとの移動が中心

になっています。

▼エリア間の移動（鉄道）

635（64）635（64）

123（30）123（30）

174（40）174（40）

122（12）122（12）

173（42）173（42）

66（15）66（15）

172（17）172（17）

66（16）66（16）

142（33）142（33）

635（64）635（64）635（64）

123（30）123（30）123（30）

174（40）174（40）174（40）

122（12）122（12）122（12）

173（42）173（42）173（42）

66（15）66（15）66（15）

172（17）172（17）172（17）

66（16）66（16）66（16）

142（33）142（33）142（33）

▼エリア間の移動（自動車）

117（78）117（78）

141（63）141（63）

239（64）239（64）

63（42）63（42）
63（17）63（17）

55（37）55（37）
59（44）59（44）

50（21）50（21）
50（38）50（38）

137（57）137（57）

206（84）206（84）

117（78）117（78）117（78）

141（63）141（63）141（63）

239（64）239（64）239（64）

63（42）63（42）63（42）
63（17）63（17）63（17）

55（37）55（37）55（37）
59（44）59（44）59（44）

50（21）50（21）50（21）
50（38）50（38）50（38）

137（57）137（57）137（57）

206（84）206（84）206（84）

単位：万トリップエンド（％）

発地発地 着地着地

エリア区分 エリア区分条件 駅勢圏
公共交通の
利便性

東京区部 東京区部 ― 高い

政令市等＋ 駅勢圏内 高い

政令市等－ 駅勢圏外 低い

中心都市近郊＋ 駅勢圏内 高い

中心都市近郊－ 駅勢圏外 低い

郊外部＋ 駅勢圏内 高い

郊外部－ 駅勢圏外 低い

外縁部
鉄道分担率が10％未満の市町村又は都市計画
区域外全域　※飛び地は除く

― 低い

政令指定都市等（鉄道分担率が20％以上）
：横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、
　相模原市、立川市、八王子市

鉄道分担率が20％以上の市町村
　※飛び地は除く

鉄道分担率が10％以上20％未満の市町村等
※飛び地は除く

※駅勢圏内外の判断は、運行本数が多い（概ね130本以上）の鉄道駅を基準とし、
　鉄道駅から1.5km圏内を駅勢圏内、それ以外を駅勢圏外とした。



9

(５) 外出率の低下

①外出率
外出率は 76.6％で、平成 20 年から 9.8 ポイント減少しました。ネット原単位は 2.61 トリップ /人で 0.23 トリップ /人減少

しました。いずれも過去最低となり、減少幅も最大となりました。

すべての年齢階層で外出率が減少し、特に20 代から60 代の各層では、平成 20年と比較して10 ポイント程度減少しました。

外出率は 76.6％で、平成 20 年から 9.8 ポイント減少しました。ネット原単位は 2.61 トリップ /人で 0.23 トリップ /人減少

しました。いずれも過去最低となり、減少幅も最大となりました。

すべての年齢階層で外出率が減少し、特に20 代から60 代の各層では、平成 20年と比較して10 ポイント程度減少しました。

▼業務・私事目的別のトリップ数の変化

私事私事

861

418

112
192 224

455

627

263

76
160

238

522

0

200

400

600

800

1,000

（万トリップ）

買物へ 食事・社交・
娯楽へ

観光・
行楽・

レジャーへ

通院・
リハビリ・

デイサービスへ

送迎 他の私用

②目的別の移動
特にトリップ数の減少が大きかった業務目的と私事目的の詳細を見ると、業務では全ての目的で、私事では買物や食事・社

交・娯楽目的で大きく減少しています。

特にトリップ数の減少が大きかった業務目的と私事目的の詳細を見ると、業務では全ての目的で、私事では買物や食事・社

交・娯楽目的で大きく減少しています。

H20 H30

▼外出率及びネット原単位の推移
（％） （トリップ/人）

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

0

20

40
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③移動の変化の要因
この 10 年間で従来外出を伴っていた仕事が、インターネット等を使った手段に置き換わっている傾向がみられます。

実店舗での買物行動が減少し、インターネットを使った買物が増加しています。

友人・知人や、面識がなくても共通の趣味などつながりのある人とインターネットを使ったコミュニケーションを図る人の

割合が増加しています。

この 10 年間で従来外出を伴っていた仕事が、インターネット等を使った手段に置き換わっている傾向がみられます。

実店舗での買物行動が減少し、インターネットを使った買物が増加しています。

友人・知人や、面識がなくても共通の趣味などつながりのある人とインターネットを使ったコミュニケーションを図る人の

割合が増加しています。

▼買回り品の買物スタイルの変化

出典：第6回東京都市圏パーソントリップ調査（補完調査）

▼10年間での仕事の仕方の変化

▼インターネットを使ったコミュニケーションの取り方の変化

0 20 40 60 80 100

（％）

対面での打合せからWeb、テレビ会議へ

対面での営業から電子メール(SNS含む)
での営業へ

書類やデジタル商品の持参・納品から
メールなどでの電子送付・納品へ

対面での取引からインターネット取引へ

従業員による対面の配達から宅配事業者
などによる郵送や配達へ

2

3

4

3

4

19

20

25

17

19

14

18

19

18

16

33

29

29

27

25

32

30

23

35

36

全て置き換わった

かなり置き換わった

半分程度置き換わった

少し置き換わった

全く置き換わっていない

実店舗で購入

ネットショップで購入

店で商品を確認後ネットで購入

ネットで商品確認後、店舗で購入

ネットで注文し試してから購入

ネットオークションで購入

家族の誰かに行ってもらう

H20

H30 58

78

19

8

13

6

5 2 21

11 33

0 20 40 60 80 100

（％）

出典：第6回東京都市圏パーソントリップ調査（補完調査）

0 20 40 60 80 100

（％）

H20

H30 45

53

36

28

14

13

5

6

対面もしくは、電話などで連絡を取り合うことが
基本である

インターネット上（SNS など）で友人・知人などと
コミュニケーションを図ることもある

共通の趣味などの繋がりにより一部面識の無い
人とのインターネット上でのコミュニケーショ
ンを図ることもある

積極的にインターネット上のコミュニケーショ
ンツールを活用して、コミュニティの拡大を図っ
ている

出典：第6回東京都市圏パーソントリップ調査（補完調査）
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④属性別の外出率

①外出率とモビリティ水準
外出率とモビリティ水準に着目し、公共交通の利便性と自動車利用可能性から分析しました。

通勤や通学を実施していない専業主婦・主夫、無職、高齢者では、公共交通の利便性の高低で外出率が異なっています。

特に高齢者は、公共交通の利便性に関わらず、自動車利用可能性によって外出率に大きな差が出ています。

モビリティ水準の違いにより外出率に差がみられた高齢者と無職の人について、世帯構成と外出率の関係を見ると、特に単

身世帯の高齢者がモビリティ水準による影響を大きく受けています。

外出率とモビリティ水準に着目し、公共交通の利便性と自動車利用可能性から分析しました。

通勤や通学を実施していない専業主婦・主夫、無職、高齢者では、公共交通の利便性の高低で外出率が異なっています。

特に高齢者は、公共交通の利便性に関わらず、自動車利用可能性によって外出率に大きな差が出ています。

モビリティ水準の違いにより外出率に差がみられた高齢者と無職の人について、世帯構成と外出率の関係を見ると、特に単

身世帯の高齢者がモビリティ水準による影響を大きく受けています。

外出率は、高齢者や専業主婦・主夫、無職で低くなっています。

外出していない人は約 860 万人で約 24％となっています。

外出していない人は、年齢階層別では、高齢者（65 ～ 84 歳）の区分で最も多く、職業別では専業主婦・主夫、無職で多くみら

れます。

外出率は、高齢者や専業主婦・主夫、無職で低くなっています。

外出していない人は約 860 万人で約 24％となっています。

外出していない人は、年齢階層別では、高齢者（65 ～ 84 歳）の区分で最も多く、職業別では専業主婦・主夫、無職で多くみら

れます。

(６) 移動とモビリティ水準
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▼年齢階層別外出率 ▼職業別外出率

自動車の利用可能性あり 自動車の利用可能性なし

▼職業別モビリティ水準別外出率

高い高い 低い低い 高い高い 低い低い 高い高い 低い低い 高い高い 低い低い 高い高い 低い低い

40

60

80

100

（％）

公共交通
の利便性
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大学生

18～22歳
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正規職員
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正規職員
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専業主婦・主夫
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すべて
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84.4 84.7
92.2

88.2

54.6

45.0 46.5

36.3
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39.6

モビリティによる
影響が大きい

▼世帯構成別モビリティ水準別外出率
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65歳～すべて65歳～すべて23～64歳 無職23～64歳 無職
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52.5 51.1 52.5
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66.8
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53.8
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34.8
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41.1
40
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公共交通
の利便性

世帯属性

個人属性

免許保有かつ、自由に使える免許保有かつ、自由に使える
自動車あり自動車あり

免許非保有または、免許保有免許非保有または、免許保有
かつ自由に使える自動車なしかつ自由に使える自動車なし

あり なし

東京区部、政令市等＋、中心都市近郊＋、東京区部、政令市等＋、中心都市近郊＋、
郊外部＋の居住者郊外部＋の居住者

高い

政令市等-、中心都市近郊－、郊外部－、政令市等-、中心都市近郊－、郊外部－、
外縁部の居住者外縁部の居住者

低い モビリティ水準低い

自動車の利用可能性

モビリティ水準高い

モビリティ水準の区分

公共交通
の利便性
(P.8参照)
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②活動別の原単位
義務的活動（通勤・通学等）の移動は、同じ世帯属性内ではモビリティ水準に関わらず大きく変化しません。一方で、非義務的

活動や利他的活動は、同じ世帯属性内でもモビリティ水準が低いと原単位が小さくなる傾向がみられます。

高齢者はネット原単位が大きく、特に非義務的活動に関する移動が大きくなっています。また、高齢者の夫婦のみの世帯及び

子供がいる世帯では、利他的活動（送迎等）の原単位が大きくなっています。

義務的活動（通勤・通学等）の移動は、同じ世帯属性内ではモビリティ水準に関わらず大きく変化しません。一方で、非義務的

活動や利他的活動は、同じ世帯属性内でもモビリティ水準が低いと原単位が小さくなる傾向がみられます。

高齢者はネット原単位が大きく、特に非義務的活動に関する移動が大きくなっています。また、高齢者の夫婦のみの世帯及び

子供がいる世帯では、利他的活動（送迎等）の原単位が大きくなっています。

③義務的活動の移動時間
単身世帯の正規職員を除いて、モビリティ水準が低いと義務的活動の移動時間は長くなる傾向がみられます。単身世帯の正規職員を除いて、モビリティ水準が低いと義務的活動の移動時間は長くなる傾向がみられます。

▼世帯構成別モビリティ水準別のネット原単位

▼世帯構成別モビリティ水準別義務的活動の移動時間

単身世帯単身世帯親同居親同居 単身世帯単身世帯子供あり世帯子供あり世帯 子供あり世帯子供あり世帯夫婦のみ世帯夫婦のみ世帯世帯属性

18～22歳 大学生18～22歳 大学生 23～64歳 正規職員23～64歳 正規職員 65歳～すべて65歳～すべて個人属性
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モビリティ水準

単身世帯単身世帯親同居親同居 単身世帯単身世帯子供あり世帯子供あり世帯 子供あり世帯子供あり世帯夫婦のみ世帯夫婦のみ世帯世帯属性

18～22歳 大学生18～22歳 大学生 23～64歳 正規職員23～64歳 正規職員 65歳～すべて65歳～すべて個人属性
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非義務的活動非義務的活動 日用品の買い物、通院、デイサービスを除く私事目的の移動

帰宅帰宅 自宅へ
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10 歳未満の子供がいる世帯では、送迎の移動手段として、女性の方が徒歩・自転車の割合が高くなっています。

送迎の満足度については、女性の方が低くなっています。

10 歳未満の子供がいる世帯では、送迎の移動手段として、女性の方が徒歩・自転車の割合が高くなっています。

送迎の満足度については、女性の方が低くなっています。

④利他的活動の移動
子供がいる世帯のなかでも、10 歳未満の子供がいる世帯は、ネット原単位が高い傾向にあります。特に、送迎等の利他的活動

の原単位が大きくなっています。

エリア別（P.8 参照）でも、全てのエリアで送迎等の利他的活動の原単位が大きくなっています。

子供がいる世帯のなかでも、10 歳未満の子供がいる世帯は、ネット原単位が高い傾向にあります。特に、送迎等の利他的活動

の原単位が大きくなっています。

エリア別（P.8 参照）でも、全てのエリアで送迎等の利他的活動の原単位が大きくなっています。

出典：第6回東京都市圏パーソントリップ調査（補完調査） 出典：第6回東京都市圏パーソントリップ調査（補完調査）

▼送迎の満足度【10歳未満の子供あり】
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▼送迎の移動手段【10歳未満の子供あり】

公共交通 自動車 徒歩・自転車
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▼目的別世帯類型別ネット原単位 ▼子育て世帯のエリア別ネット原単位【10歳未満の子供あり世帯】
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平日で週 4日以上外出していない人は、16％となっています。また休日では、週 2日とも外出しない人は 13％となっていま

す。

外出しない日数が週 4日以上の人は、インターネットでの買物や家での趣味活動を外出しない理由に挙げる人が多くなって

います。

週 4日以上外出しない人の外出しない日の自宅での過ごし方をみると、子育て中の女性は全ての女性に比べてインターネッ

トを使う時間やネット以外の自分の時間、睡眠時間が短くなっています。

平日で週 4日以上外出していない人は、16％となっています。また休日では、週 2日とも外出しない人は 13％となっていま

す。

外出しない日数が週 4日以上の人は、インターネットでの買物や家での趣味活動を外出しない理由に挙げる人が多くなって

います。

週 4日以上外出しない人の外出しない日の自宅での過ごし方をみると、子育て中の女性は全ての女性に比べてインターネッ

トを使う時間やネット以外の自分の時間、睡眠時間が短くなっています。

出典：第6回東京都市圏パーソントリップ調査（補完調査）

出典：第6回東京都市圏パーソントリップ調査（補完調査）

(７) 外出していない人の過ごし方

出典：第6回東京都市圏パーソントリップ調査（補完調査）

▼1日中外出しない頻度
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▼週4日以上外出しない人の外出しない理由（複数回答）
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インターネットで買物ができるから

スマホやゲーム機などで友人等とゲームや会話が
できるから

自宅内で仕事をするから（在宅勤務）

家で趣味活動ができるから

子育てや介護で外出する暇が無いから

体に不自由があるから

休暇中・休養中だから

その他

外出する（移動）手段が無いから

▼週4日以上外出しない人の外出しない日の自宅での過ごし方

女性（子育て中）

女性（全て）

男性
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問い合わせ先

このパンフレットのお問い合わせは下記までお願いします。このパンフレットのお問い合わせは下記までお願いします。

東京都市圏交通計画協議会

▪国土交通省 関東地方整備局 企画部 広域計画課
TEL：048-600-1330 FAX：048-600-1373

▪埼玉県 都市整備部 都市計画課
TEL：048-830-5337 FAX：048-830-4881

▪東京都 都市整備局 都市基盤部 交通企画課
TEL：03-5388-3283 FAX：03-5388-1354

▪横浜市 都市整備局 都市交通部 都市交通課
TEL：045-671-4128 FAX：045-663-3415

▪千葉市 都市局 都市部 交通政策課
TEL：043-245-5352 FAX：043-245-5568

▪独立行政法人 都市再生機構
　東日本都市再生本部 事業企画部
TEL：03-5323-0553 FAX：03-5323-0989

▪中日本高速道路株式会社 東京支社
　総務企画部 企画調整課
TEL：03-5776-5285 FAX：03-5776-5300

東京都市圏交通計画協議会ホームページ　https://www.tokyo-pt.jp/

本冊子に記載しているデータは、特記のあるものを除き「国土交通省 東京都市圏パーソントリップ調査（Ｈ20）」、

「国土交通省 パーソントリップ調査（東京都市圏）（Ｈ30）」の調査票情報を利用しています。

　日本ではじめて複数の都県市及び関係機関がお互いに協力・調整しあって、東京都市圏

における総合的な都市交通計画の推進に必要な調査研究を行う組織として、1968 年（昭和

43 年）に発足し、50 年以上にわたって活動しています。

　東京都市圏パーソントリップ調査は、本協議会で共同で実施しています。

東京都市圏交通計画協議会とは

▪茨城県 土木部 都市局 都市計画課
TEL：029-301-4588 FAX：029-301-4599

▪千葉県 県土整備部 都市整備局 都市計画課
TEL：043-223-3161 FAX：043-222-7844

▪神奈川県 県土整備局 都市部 交通企画課
TEL：045-210-6182 FAX：045-210-8879

▪川崎市 まちづくり局 交通政策室
TEL：044-200-2348 FAX：044-200-3970

▪相模原市 都市建設局 まちづくり計画部 交通政策課
TEL：042-769-8249 FAX：042-757-6859

▪さいたま市 都市局 都市計画部 交通政策課
TEL：048-829-1053 FAX：048-829-1979

▪東日本高速道路株式会社 関東支社
　総合企画部 総合企画課
TEL：048-631-0049 FAX：048-631-0002

▪首都高速道路株式会社
　計画・環境部 交通調査課
TEL：03-3539-9405 FAX：03-3539-9405


